様式第１号(第６条関係)
令和　　年　　月　　日　
　公益財団法人鳥取県産業振興機構
代表理事理事長　岡村　整諮　様
所　 在　 地
名　　　　称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　印
　　　令和　年度鳥取県産業振興機構中小企業外国出願支援事業補助金
（ＰＣＴ特許出願、商標国際登録出願）交付申請書
　公益財団法人鳥取県産業振興機構中小企業外国出願支援事業補助金交付要綱第６条の規定に基づき、上記補助金の交付について、下記のとおり申請します。
  なお、事業計画書は別紙１、２のとおりです。
記
１．補助事業の名称　[




]
２．補助事業に要する経費の額　　　　金　　　　　　　円
３．補助対象経費の額　　　　　　　  金　　　　　　　　円
４．補助金交付申請額　　　　　　　　金　　　　　　　　円
５．補助事業の開始及び完了予定日
　年　月　日　～　　　　年　月　日
別紙１
１．企業の概要等
　(1)企業名・業種・資本金・従業員数
　(2)所在地
　(3)代表者名　　　　　　　　　　　　　　
　(4)補助希望額
２．外国出願の方法と外国特許庁への出願の基礎となる日本国特許庁への出願の内容

　　（下の2項目のいずれかを選択）
　・ＰＣＴ出願による外国特許庁への出願
　・マドリッド協定議定書に基づく商標国際登録出願
　　基礎となる日本国特許庁への出願内容；
    出願番号［　　　　　　　　　　］
　  出願日  ［　　　　　　　　　　］
　　発明の名称［　　　　　　　　　］
　
※商標登録出願の場合には、「発明の名称」の欄は、「商標登録を受けようとする商標」に変更して明記してください。また、対象となる国内出願が複数ある場合には、その旨明記してください。
３．外国特許庁に出願する特許出願等計画の内容
  (1)発明の名称　　　　　［　　　　　　　　　　　　　　　］
　(2)発明の内容　　　　　［　　　　　　　　　　　　　　　］
　(3)出願人　　　　　　　［　　　　　　　　　　　　　　　］
　(4)発明者　　　　　　　［　　　　　　　　　　　　　　　］
　(5)出願（予定）国　　　［　　　　　　　　　　　　　　　］
　(6)出願スケジュール　　［　　　　　　　　　　　　　　　］
※商標登録出願の場合には、「発明の名称」、「発明の内容」、「出願人」、「発明者」の欄は、「商標登録を受けようとする商標」、「指定商品又指定役務並びに商品及び役務の区分」、「商標登録出願人」に変更して明記してください。
４．外国への特許出願等の動機・目的
５．出願する技術、創作等を活かした事業の概要
６．出願（予定）国を選んだ理由
７．出願の新規性、進歩性、創作性等（先行、類似調査の状況を含む。）
８．出願（予定）国における事業展開方針
９．過去における特許出願等の実績及び権利取得状況（国内及び海外）
10．希望する知的財産専門家等（弁理士事務所等の国内代理人）

　　（希望がある場合は記入してください）
11．補助事業に関する公表の可否（いずれかに○）
	可
	
	不可
	
	

	不可を選択した場合にはその理由

	


　　※交付の決定を受けた場合、補助事業者の名称、所在地、交付の決定を受けた
出願種別について、機構が運営するホームページ等で公表されます。
12．外国出願に関する他の公的機関の補助制度の利用予定の有無（有の場合にはその内容）
13．担当者及び連絡先
	担当者（職名及び氏名）
	

	電話番号
	
	メールアドレス
	


13．申請書に添付する書類（各１部）
	
	添　　　　　付　　　　　書　　　　　類

	法
人

	１．登記簿謄本の写し
２．会社の事業概要
３．直近２期分の決算書（貸借対照表及び損益計算書）の写し等
４．外国特許庁への基礎となる出願（日本国特許庁への出願書類）の写し
５．特許出願等に要する経費が確認できる見積書、契約書類等の写し(あれば)
６．当該特許出願等に要する経費に関する資金計画（自己資金・借入金・
補助金等）
７．先行（類似）技術等調査の結果
　＊４．の出願書類に記載されている場合にはその旨の記載で可
８．その他補助事業者が定める事項

	個
人
事
業
者

	１．住民票の写し
２．事業者の概要

３．事業開始届の写し（創業１年未満の場合）、または事業税の納税証明書写し（事業税を課税されない場合は、所得税または住民税納税証明書写し）、または確定申告書の控え写し。
４．直近２年分の確定申告書の控え等
５．外国特許庁への基礎となる出願（日本国特許庁への出願書類）の写し
６．特許出願等に要する経費が確認できる見積書、契約書類等の写し(あれば)
７．当該特許出願等に要する経費に関する資金計画（自己資金・借入金・
補助金等）
８．先行（類似）技術等調査の結果
　＊５．の出願書類に記載されている場合にはその旨の記載で可
９．その他補助事業者が定める事項

	事
業
協
同
組
合
等

	１．定款
２．組合員名簿
３．直近２年間の決算関係書類の写し（認可庁等に報告しているもの）
４．外国特許庁への基礎となる出願（日本国特許庁への出願書類）の写し
５．特許出願等に要する経費が確認できる見積書、契約書類等の写し(あれば)
６．当該特許出願等に要する経費に関する資金計画（自己資金・借入金・
補助金等）
７．先行（類似）技術等調査の結果
　＊４．の出願書類に記載されている場合にはその旨の記載で可

８．その他補助事業者が定める事項                           



別紙２
収　支　予　算　書

１　収　入

	区　分
	金額（円）
	備　考

	補 助 金
	　　
	

	自己資金
	
	

	借入金
	
	

	そ の 他
	
	

	合　計
	
	


２　支　出

	区　分
	補助事業に要する経費
	左のうち国内消費税（Ｂ）
	補助対象経費

（Ａ）－（Ｂ）
	補助金
申請額

	
	金額（円）（Ａ）
	積算根拠・
備考
	
	
	

	ＰＣＴ特許出願手数料
	
	
	
	
	

	マド・プロ商標出願手数料
	
	
	
	
	

	国内代理人費用
	
	
	
	
	

	翻訳費用
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	


記載上の注意事項

１．「補助金申請額」欄は、区分ごとに補助対象経費の１/２以内とすること。
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